
 
 

広島県耐震改修促進計画（第４期）（仮称） ※：重点事項 

【施策体系１】全般事項 

①相談体制の整備や情報提供の充実 

②関係団体との連携等による普及啓発 

【施策体系２】多数の者が利用する建築物 

①市町の補助制度の継続、創設の検討 

②計画的な耐震化に向けた指導 

③所有者への意識啓発 

  耐震診断義務付け対象建築物 

広域緊急輸送道路沿道建築物
※
、大規模建築物、防災業務等の中心となる建築物 

  ・対象建築物の耐震化に向けた指導 

・民間建築物の耐震改修への支援 等 

【施策体系３】住宅※ 

①市町の補助制度の改善への支援、創設の促進 

②所有者への意識啓発 

③耐震診断及び耐震改修が行いやすい環境の整備 

※ 

資料番号 13 

 

 
 

 
 

「広島県耐震改修促進計画（第４期計画）（仮称）」の骨子案について 
 

１ 要旨 

  「広島県耐震改修促進計画」の計画期間が令和８年 12月末で終期を迎えることから、

上位計画である「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」、及び「社会資本未来プラン」の

改定内容と整合を図った上で、これまでの成果や課題、社会経済情勢の変化等を踏まえ

て、「広島県耐震改修促進計画（第４期計画）（仮称）」を策定する。 
 

２ 現行計画の取組成果 

耐震化の促進に向け、市町と連携した補助制度の創設や所有者への戸別訪問による耐震

化の必要性の周知等を行うとともに、広域緊急輸送道路沿道建築物及び大規模建築物にお

いては、所有者への意向調査や耐震化実施状況の公表、文書指導の実施等に取り組み、住

宅においては、耐震セミナーや技術者育成講習会の実施、施工者情報の提供等を行った。 

耐震改修実施率 

区 分 Ｒ２実績 Ｒ７目標 Ｒ７実績 

広域緊急輸送道路沿道建築物 9.1％ 概ね解消 43.3％ 

住 宅 84.5％ 92.0％ 87.4％ 

大規模建築物 78.9％ 概ね解消 91.7％ 
 

３ 骨子案の概要 

(1)  計画期間 令和８年度～令和 12年度（５年間） 

(2)  策定に当たっての考え方                              

現行計画の取組状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジ

ョン」や次期「社会資本未来プラン」の目指す姿の実現に向けて、下図のとおり、施策体

系を「多数の者が利用する建築物」と「住宅」に分類するとともに、特に耐震化率が低い

広域緊急輸送道路沿道建築物及び住宅に関し重点事項と位置付け、建築物耐震化の取組

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 根拠法令 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年 10 月 27 日法律第 1234 号）第５条 
 

４ スケジュール 

８月 ９月 10 月 11 月 12 月 

骨子案公表 

   
 

 

 

 

   

   

 

 

【施策Ⅰ】安全・安心な県土づくり 

【施策Ⅱ】県の強みを生かした県土づくり 

【施策Ⅲ】魅力ある持続可能な県土づくり 

【共通施策】社会資本の適切な維持管理の推進 

素案作成 パブコメ 

計画的に推進するための取組 

安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン 
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効 果 を  

高める施策 

「社会資本未来プラン」（改定案）の施策 

計画素案公表 成案 

令和８年８月 19日 
課 名 土木建築局建築課 
担当者 課長 奥野 
内 線 4182 



実績値（R3〜R７年）
取組状況

◆県HP等での耐震診断・耐震改修補助制度等の情報提供【１①】
◆補助制度創設市町の拡大（対象１３市町︓１２市町創設、１市創設予定）【２①】
◆耐震化未実施所有者への周知（耐震化の必要性・補助制度等）、意向調査、戸別訪問実施【２②、③、⑪、⑫】
◆耐震化実施状況公表・定期的な情報更新、文書指導実施【２⑩、⑪】【対象建築物︓240棟】

◆耐震改修75棟
（累計実績97棟）
◆除却等16棟 課題

▷耐震診断結果（危険性）、耐震化の必要性（道路閉塞）について、所有者への周知が十分にできていない
▷小規模な建築物や共同住宅が多く、所有者に応じた対応ができていない
▷テナントや入居者との退去交渉が難航し、耐震化に至っていない
▷経済的に余力がなく耐震改修工事等に必要な自己資金を調達できない

実績値（R3〜R７年）

取組状況

◆県HP等での耐震診断・耐震改修補助制度、補助工事実績施工者一覧表等の情報提供・拡充【１①３②】
◆技術者育成講習会実施（低コスト工法セミナー）【１②】
◆広島県住宅耐震化促進支援制度（協調補助）創設（R7︓18市町）【３①】
◆広報紙（県市町）・生活情報誌等（耐震改修の必要性・補助制度等）・固定資産税送付時での周知【３②】
◆住宅リフォームセミナー・市民向け防災講習実施（耐震化の必要性・補助制度普及啓発）【３②】

【耐震改修補助目標戸数︓
1,500戸】

◆補助実績197戸
R7耐震化率87.4％
（R2より2.9％増） 課題

▷耐震診断を受けている割合は1.5％
▷耐震診断から耐震改修工事等へ移行する割合は10％と低い状況である
▷対象住宅が多く、所有者への直接的なアプローチが十分にできていない
▷耐震診断や耐震改修工事の相談先、費用・工期等について、所有者への周知が十分にできていない
▷補助金があってもなお所有者の自己負担が大きい

④ 住宅の耐震化の促進 〜昭和56年以前に建築された旧耐震基準の住宅〜

広島県耐震改修促進計画（第４期計画）（仮称）骨子案

基本方針
◆多数の者が利用する建築物については、引き続き重点的取組に位置付け、耐震改修に向けた指導に主な取組を
移行させる

◆住宅についても新たに重点的な取組に据え、引き続き意識啓発を図るとともに、より効果的な支援に取り組む

目指す姿 ◆安心▷誇り▷挑戦（ひろしまビジョン） ◆広島県耐震改修促進計画（第３期計画）
あるべき姿＝“災害死ゼロ” 最終的に“耐震化率１００％”を目指す

現行計画の主な取組・実績

【計画の趣旨】県内の住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図り、地震による建築物の倒壊等の被害から県民の
生命、身体及び財産を保護することを目的とし、耐震改修促進法の規定に基づく法定計画として、本県の
総合計画である「安心▷誇り▷挑戦ひろしまビジョン」に掲げるあるべき姿の実現を目指し策定する。

現行計画の概要 【計画期間︓令和３年度〜令和７年度】

建築物毎における耐震状況

対 象 項 目 令和２年度末
令和７年度末

目標値 実績 達成度

①大規模建築物 耐震改修実施率
７８．９％
（206／261棟）

概ね解消 ９１．７％
（220／240棟※）

未達成

②防災拠点建築物 耐震改修実施率
９２．７％
（786／848棟）

概ね解消 ９９．0％
（798／806棟※）

達 成

③避難路沿道建築物
（広域緊急輸送道路）

耐震診断実施率
９４．９％
（262／276棟）

１００％ ９９．３％
（274／276棟）

概ね達成

耐震改修実施率
９．１％

（22／約240棟）
概ね解消 ４３．３％

（97／224棟※）
未達成

④住 宅

耐震化率 ８４．５％
（102.6/121.5万戸）

９２．０％
（111.5/121.2万戸）

８７．４％
（108.0/123.5万戸） 未達成

耐震改修補助制度創設市町 ０％
（０／２３市町）

１００％ ７８．３％
（18／23市町）

未達成

市町の累計
耐震改修補助戸数 ０戸 1,500戸 197戸 未達成

取組状況と課題

実績値（R3〜R７年）

取組状況

◆県HP等での耐震診断・耐震改修補助制度等の情報提供【１①】
◆補助制度創設市町の拡大（対象９市町︓８市町創設、１市創設予定）【２①】
◆耐震化未実施所有者への周知（耐震化の必要性・補助制度等）、意向調査、戸別訪問実施【２②、③、⑤、⑥】
◆耐震化実施状況公表・定期的な情報更新、文書指導実施【２③、④】
●残る20棟のうち９棟については、R8〜R12年度に耐震化等の予定

【対象建築物︓261棟】
◆耐震改修14棟
（累計実績︓220棟）
◆除却等21棟 課題

▷耐震診断結果（危険性）、耐震化の必要性について、所有者への周知が十分にできていない
▷民間建築物において事業継続を踏まえた対策の検討に時間を要し耐震化が具体化していない
▷補助制度を活用しても営業補償等の費用等自己負担が多く耐震化に至っていない
▷テナントが営業補償等を所有者に求めるなど退去交渉（金銭等）が難航し耐震化に至っていない
▷再開発の計画があるため耐震化しても長期使用ができないため耐震化の実施が進んでいない

① 大規模建築物の耐震化の促進 〜不特定多数の者や避難弱者が利用する一定規模以上の建築物（大規模建築物）〜

実績値（R3〜R７年）
取組状況

◆耐震化実施状況公表・定期的な情報更新【２⑧】
◆公共建築物施設管理者等への定期的な進捗調査【２②、⑨】
◆耐震化未実施所有者への働きかけ【２②、⑨】
●残る8棟のうち7棟については、R8〜R12年度に耐震化等の予定

【対象建築物︓806棟】
◆耐震改修47棟
（累計実績798棟）
◆除却等８棟 課題 ▷公共施設としての在り方を再検討しており具体的な計画が策定されていない

② 防災拠点建築物の耐震化の促進 〜防災拠点建築物として指定した官公庁、病院、避難所等〜

③ 広域緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進 〜広域緊急輸送道路を閉塞するおそれのある建築物〜

社会経済情勢の変化

◆ 南海トラフ巨大地震における発生確率及び被害想定の見直しや甚大な被害をもたらす地震の頻発化
◆ 旧耐震の建築物は、建替等の目安である築45年以上が経過し倒壊リスクが増大
◆ 資材の高騰や人手不足等に伴う建設費の高騰
◆ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（国土交通省告示）の改正
・耐震化の目標の見直し・高齢者向け住宅融資制度の創設・緊急輸送道路沿道マップ作成及び普及等

見直しの方向性（これまでの取組に加え）

(1)「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」で掲げる概ね３０年後の「あるべき姿︓災害死ゼロ」の実現を着実に進
めていくため、これまでの取組状況や課題等を踏まえ、「基本方針」・「目指す姿」の見直しを行う

(2)目標値と大きく乖離している広域緊急輸送道路沿道建築物及び住宅については、想定される地震の規模・被害の
状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、令和７年７月に示された国の方針等も踏まえ、実効性のある目標への見
直しを行う

(3)住宅・建築物の所有者等が地震防災対策を自らの問題、地域の問題として意識することができるようSNS等各種
メディアを活用して更なる啓発及び知識の普及を行う

(4)広域緊急輸送道路沿道建築物については、個別の状況・事情の把握や優先順位をつけた啓発活動など、効果的か
つ効率的な取組を検討する

(5)住宅については、特に甚大な被害を受ける木造住宅を対象に、耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境整備を図
るため、耐震診断士等と工事施工者の連携強化や低コスト工法の更なる普及啓発等を検討する

広島県耐震改修促進計画（第４期計画） 【計画期間︓令和８年度〜令和12年度】

基本方針

目指す姿

目標値
見（２）

安全・安心なまちづくりに向けた住宅・建築物耐震化の促進 見（１）
〜災害死ゼロの実現を目指して〜

所有者への様々な支援や環境整備等を効果的かつ効率的に行うことで、住宅・建築物の耐震化が促進
されています 見（１）

区 分 実績（R７年度末） 目標値（R12年度末） 【参考】国目標値

①大規模建築物 耐震性不足解消率※ 92.7％（255/275棟） 検討中 概ね解消（R12年度末）

②広域緊急輸送道路沿道建築物 耐震性不足解消率※ 54.0％（149/276棟） 検討中 60％（R12年度末）

③住宅 耐震化率 87.4％（108/123.5万戸） 検討中 概ね解消（R17年度末）

※ 耐震性不足解消率とは、耐震診断義務付け対象建築物に対し耐震化（除却等含む）された建築物の割合を示す 見 ：見直し方向性

※ 分母の変化は除却等により建物が減ったため

※ 所管行政庁︓建築確認行政（建築主事）を行う市

【施策体系の見直し】

別紙


